
   道路特定財源制度の堅持に関する意見書 

 

 道路は、最も重要な生活関連社会資本として、住民の日常生活や経済・社会活動を

支えるものであり、地域の活性化と豊かな生活を実現するために、優先的に整備され

るべきものである。 

 本市では、道路整備に対する住民の要望も強く、昨年開通した東海環状自動車道や

国道 21号バイパス・248 号バイパスといった一般国道や県道へ接続する道路ネットワ

ークの整備が急務となっている。 

 こうした中、政府においては、昨年 12 月の道路特定財源の見直しに関する基本方針

により、特定財源については暫定税率は維持していくものの一般財源化を図ることを

前提とし、本年の歳出・歳入一体改革の議論の中で納税者の理解を得ながら具体案を

作成するものとした。しかしながら、道路特定財源は制度の目的からして道路を整備

するための財源であり、それを道路整備以外に充てることは到底容認できるものでは

ない。 

 よって、国におかれては、地方における道路整備を計画的かつ強力に推進するため、

現行の暫定税率を維持した道路特定財源制度を堅持したうえで、地方の実情に合わせ

た道路予算の配分を行うことにより、遅れている地方の道路整備に支障をきたすこと

のないよう、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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